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　 第２章　 福祉のまちづく り に関する施策の推進（ 第７条―第1 2 条）

　 第３章　 市民福祉の増進（ 第1 3 条―第1 6 条）

　 第４章　 公共的施設の整備（ 第1 7 条―第2 7 条）
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　 第６章　 委任（ 第3 0 条）

　 附則

第１章　 総則

　（ 目的）

第１条　 こ の条例は，高齢者，障害者及び児童をはじ めと するすべての市民が個人とし て尊重さ れ，様々な社

会活動に主体的に参加できるよう ，市民，事業者及び市の責務を明らかにするとともに，それぞれが相互に

協力及び連携をし て，笑顔でこと ばを交わし ，健康でいきいきと 暮らせるやさしさ をはぐく む福祉のまちづく

り（ 以下「 福祉のまちづく り 」と いう 。）を推進し ，もって市民福祉の増進に資することを目的とする。

　（ 定義）

第２条　 こ の条例において，次の各号に掲げる用語の意義は，それぞれ当該各号に定めるところによる。

　 (1 )　 高齢者，障害者等　 高齢者，障害者その他日常生活又は社会生活に身体等の機能上の制限を受ける

者をいう 。

　 (2 )　 公共的施設　 病院，劇場，百貨店，ホテル，集会場，公共交通機関の施設，道路（ 高齢者，障害者等の移

動等の円滑化の促進に関する法律（ 平成1 8 年法律第9 1 号）第２ 条第９号に規定する特定道路を除く 。），公

園（ 同法第２条第1 3 号に規定する特定公園施設を除く 。）その他の不特定かつ多数の者の利用に供する施

設で規則で定めるも の及びこれらに付帯する施設をいう 。

　 (3 )　 公共車両等　 一般旅客の用に供する鉄道の車両及び自動車をいう 。

　（ 平2 5 条例2 5・ 平2 5 条例3 2・ 一部改正）

　（ 市民の責務）

第３条　 市民は，福祉のまちづく り について理解を深め，主体的かつ積極的に福祉のまちづく り の推進に努め

なければならない。

　２　 市民は，それぞれが相互に協力し て，福祉のまちづく り の推進に努めなければならない。

　３　 市民は，市がこ の条例に基づき実施する福祉のまちづく り に関する施策に協力し なければならない。

　（ 事業者の責務）

第４条　 事業者は，地域社会を構成する一員とし て，福祉のまちづく り について理解を深め，積極的に福祉のま

ちづく り の推進に努めなければならない。

　２　 事業者は，他の事業者と 協力し て，福祉のまちづく り の推進に努めなければならない。

　３　 事業者は，市がこ の条例に基づき実施する福祉のまちづく り に関する施策に協力し なければならない。

　 ４　 事業者は，こ の条例の趣旨にのっとり ，自ら 所有し ，又は管理する公共的施設について，高齢者，障害者

等の安全かつ円滑な利用に供するため，必要な措置を講ずるよう 努めなければならない。
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　（ 市の責務）

第５条　 市は，この条例の目的を達成するため，福祉のまちづく りに関する施策を策定し ，実施する責務を有する。

　 ２　 市は，市民及び事業者が行う 福祉のまちづく り に関する活動，公共的施設の整備その他の福祉のまちづ

く り の推進について，その自主性を尊重するとともに，必要に応じ て支援するよう 努めるも のとする。

　 ３　 市は，こ の条例の趣旨にのっとり ，自ら 所有し ，又は管理する公共的施設について，高齢者，障害者等の

安全かつ円滑な利用に供するため，必要な措置を講ずるよう 努めるも のと する。

　（ 市民，事業者及び市の協力及び連携）

第６条　 市民，事業者及び市は，それぞれが相互に協力及び連携をし ，一体と なって福祉のまちづく り を推進

するも のとする。

　 ２　 市は，市民及び事業者と 協力及び連携をし て，福祉のまちづく りを推進する体制を整備するも のとする。

第２章　 福祉のまちづく り に関する施策の推進

　（ 計画の策定）

第７条　 市長は，福祉のまちづく り に関する施策の総合的かつ計画的な推進を図るため，必要な計画を定める

ものとする。

　 ２　 前項の計画は，高齢者，障害者等が住み慣れた地域において自立し た生活を営み，積極的に社会参加が

できるよう 保健福祉に関する効果的なサービスの提供が図れるものでなければならない。

　（ 意識の高揚）

第８条　 市は，市民及び事業者が自主的に福祉のまちづく り に関する活動に取り 組むよう 意識の高揚に努め

るも のと する。

　（ 福祉に関する教育の充実）

第９条　 市は，高齢者，障害者等に対する思いやり のある福祉の心をはぐく むため，福祉に関する教育の充実

に努めるものとする。

　（ 生涯学習の機会の確保）

第1 0 条　 市は，高齢者，障害者等が生きがいを持って，豊かな生活を送ること ができるよう 生涯学習の機会の

確保に努めるも のと する。

　（ 情報の提供）

第1 1 条　 市は，市民及び事業者の福祉のまちづく り に関する自主的な活動を促進するため，情報の提供に努

めるものとする。

　（ 表彰）

第1 2 条　 市長は，福祉のまちづく り の推進について著し い功績のあると 認められる者又は福祉のまちづく り

の模範と なる優良な事例に係るも のに対し ，宇都宮市表彰条例（ 平成1 2 年条例第７号）の規定により ，表彰

するも のとする。

第３章　 市民福祉の増進

　（ 健康の保持及び増進）

第1 3 条　 市民は，健康に関する意識を高め，自らの健康の保持及び増進に努めるものとする。

　 ２　 事業者は，その事業のために雇用し ている者の健康の保持及び増進に努めるも のとする。

　 ３　 市は，市民が健康に関する意識を高め，健康の保持及び増進に努めること ができるよう 必要な施策を講

ずるものとする。

　（ 児童の健全育成）

第1 4 条　 市民は，児童が心身と もに健やかに育つよう 子育てに関する家庭環境を整備するとともに，地域に

おける子育ての支援に努めるも のとする。

　 ２　 事業者は，児童が心身ともに健やかに育つよう その事業のために雇用し ている者の子育て及び地域に

おける子育ての支援に努めるも のとする。

　 ３　 市は，児童が心身ともに健やかに育ち，幸せな生活が送れるよう 必要な施策を講ずるも のとする。

　（ 就業機会の確保）

第1 5 条　 事業者は，高齢者及び障害者の就業機会の確保に努めるとともに，その雇用する高齢者及び障害者

に係る職場環境の整備に努めるも のとする。



　 ２　 市は，高齢者及び障害者がその意欲と 能力に応じ て就業する機会が確保さ れるよう 必要な施策を講ず

るも のとする。

　（ ボランティ ア活動への参加及び支援）

第1 6 条　 市民及び事業者は，福祉のまちづく り に関するボランティ ア活動に積極的に参加するよう 努めるも

のと する。

　 ２　 市は，市民及び事業者が行う 福祉のまちづく り に関するボランティ ア活動を支援するため，必要な施策

を講ずるも のと する。

第４章　 公共的施設の整備

　（ 整備基準）

第1 7 条　 市長は，公共的施設の構造及び設備の整備について，高齢者，障害者等が安全かつ円滑に当該施

設を利用できるよう 必要な基準（ 以下「 整備基準」と いう 。）を定めるも のと する。

　 ２　 整備基準は，出入口，廊下，階段，昇降機，便所，駐車場その他の市長が必要と 認めるも のについて，公

共的施設の区分に応じ て規則で定めるものと する。

　（ 整備基準の遵守）

第1 8 条　 公共的施設の新設又は改修（ 建築物にあっては，増築，改築，建築基準法（ 昭和2 5 年法律第2 0 1 号）

第２条第1 4 号に規定する大規模の修繕又は同条第1 5 号に規定する大規模の模様替えをいい，用途の変更

を含む。以下同じ 。）をし よう と する者（ 改修により ，公共的施設に該当することと なる当該施設の改修をし よ

う と する者を含む。）は，整備基準を遵守し なければならない。ただし ，整備基準以上に高齢者，障害者等が

安全かつ円滑に当該施設を利用できる場合，当該施設における地形，構造等の状況から 整備基準による新

設又は改修が著しく 困難である場合その他これらに準ずる場合で，市長が特に認めるときは，こ の限り でな

い。

　（ 既存の公共的施設の整備）

第1 9 条　 こ の章の規定の施行の際，現に存する公共的施設を所有し ，若しく は管理する者，又は現に公共的

施設の新設若しく は改修を行っている者は，当該施設を整備基準に適合さ せるよう 努めなければならない。

　（ 維持保全）

第2 0 条　 整備基準に適合し た公共的施設を所有し ，又は管理する者は，当該施設を引き続き当該整備基準に

適合し た状態に維持し ，保全するよう 努めなければならない。

　（ 事前協議）

第2 1 条　 公共的施設のう ち規則で定める種類及び規模に該当する施設（ 以下「 特定施設」と いう 。）の新設又

は改修（ 改修により ，特定施設に該当することと なる当該施設の改修を含む。以下同じ 。）をし よう と する者

は，整備基準に係る当該施設の構造及び設備について，規則で定めるところにより ，あらかじ め市長と 協議

し なければならない。協議し た内容を変更し よう と するときも，同様とする。

　 ２　 前項の協議（ 以下「 事前協議」と いう 。）は，特定施設の区分に応じ ，規則で定める日までに開始し なけれ

ばならない。

　 ３　 市長は，事前協議に係る特定施設について，高齢者，障害者等が安全かつ円滑に利用するための措置の

確保を図るため必要があると 認めるときは，当該協議をし た者に対し ，必要な指導又は助言をすること がで

きる。

　（ 工事完了の届出）

第2 2 条　 事前協議をし た者は，当該協議に係る工事が完了し たときは，規則で定めるところにより ，速やかに

その旨を市長に届け出なければならない。

　（ 完了検査）

第2 3 条　 市長は，前条の届出があったときは，当該届出に係る特定施設が整備基準に適合し ているかどう か

の検査を行う も のとする。

　 ２　 市長は，前項の検査の結果，当該検査に係る特定施設が整備基準に適合し ないと 認めるときは，前条の

届出をし た者に対し ，必要な指導又は助言をすること ができる。
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　（ 適合証の交付）

第2 4 条　 市長は，前条第１項の検査の結果，当該検査に係る特定施設が整備基準に適合し ていると 認めると

きは，第2 2 条の届出をし た者に対し ，整備基準に適合し ていることを証する証票（ 以下「 適合証」と いう 。）を

交付する。

　 ２　 前項に定める場合を除く ほか，公共的施設の所有者等は，当該施設を整備基準に適合さ せたときは，規

則で定めるところにより ，市長に対し ，適合証の交付を請求すること ができる。

　 ３ 　 市長は，前項の請求があった場合において，当該請求に係る公共的施設が整備基準に適合し ていると

認めるときは，当該請求をし た者に対し ，適合証を交付する。

　（ 勧告）

第2 5 条　 市長は，第2 1 条第２項の規則で定める日までに事前協議を行わずに特定施設の新設又は改修に着

手し た者に対し て，直ちに当該協議を行う よう 勧告すること ができる。

　 ２　 市長は，事前協議を行った者が当該協議に係る特定施設の新設又は改修を行った場合において，工事

の内容が当該協議と 異なり ，かつ，当該施設が整備基準に適合し ないと 認めるときは，当該協議を行った者

に対し ，規則で定めるところにより ，当該協議の内容に従った工事を行う こと その他必要な措置を講ずるよ

う 勧告すること ができる。

　（ 公表）

第2 6 条　 前条の勧告を受けた者が正当な理由なく 当該勧告に従わないときは，宇都宮市行政手続条例（ 平成

８年条例第4 1 号）第3 5 条の規定により ，その事実等を公表するも のと する。

　（ 立入調査等）

第2 7 条　 市長は，こ の条例の施行に必要な限度において，特定施設を設置し ，若しく は管理する者又は新設

し ，若しく は改修し よう と する者に対し ，必要な報告を求め，又は当該職員に当該施設若しく はその工事現場

に立ち入らせ，整備基準への適合状況を調査さ せ，若しく は関係者に質問さ せること ができる。

　 ２ 　 前項の規定により 立入調査又は質問をする職員は，その身分を示す証明書を携帯し ，関係者の請求が

あったときは，これを提示し なければならない。

　 ３　 第１項の規定による立入調査又は質問の権限は，犯罪捜査のために認められたも のと 解釈し てはならな

い。

第５章　 公共交通手段及び住環境の整備

　（ 公共交通手段の整備）

第2 8 条　 公共車両等を所有し ，又は管理する者は，当該公共車両等について，高齢者，障害者等が安全かつ

円滑に利用できるよう 必要な整備に努めなければならない。

　 ２　 公共車両等を所有し ，又は管理する者は，当該公共車両等を運行するに当たり ，高齢者，障害者等が安

全かつ円滑に当該車両等を利用できるよう 案内標示設備の設置その他の必要な整備に努めなければなら

ない。

　（ 住環境の整備）

第2 9 条　 市民は，その所有する住宅について，当該住宅に居住する高齢者，障害者等が当該住宅を安全かつ

円滑に使用できるよう 配慮し ，構造及び整備に関する必要な整備に努めなければならない。

　 ２　 住宅を供給する事業者は，高齢者，障害者等が安全かつ快適に利用できるよう 配慮さ れた住宅の供給

に努めなければならない。

第６章　 委任

第3 0 条　 こ の条例に定めるも ののほか，この条例の施行について必要な事項は，市長が定める。

　 附　 則

こ の条例は，平成1 2 年４月１日から施行する。

ただし ，第４章及び第５章の規定は，平成1 2 年1 0 月１日から施行する。

　 附　 則（ 平成2 5 年３月2 2日条例第2 5 号）抄

　（ 施行期日）

　１　 この条例は，平成2 5 年４月１日から施行する。

　 附　 則（ 平成2 5 年３月2 2日条例第3 2 号）抄

　（ 施行期日）

　１　 この条例は，平成2 5 年４月１日から施行する。



（ 地域福祉の推進）

第４条　 地域福祉の推進は，地域住民が相互に人格と 個性を尊重し 合いながら，参加し ，共

生する地域社会の実現を目指して行われなければならない。

２　 地域住民，社会福祉を目的とする事業を経営する者及び社会福祉に関する活動を行う 者

（ 以下「 地域住民等」と いう 。）は，相互に協力し ，福祉サービスを必要とする地域住民が地

域社会を構成する一員とし て日常生活を営み，社会，経済，文化その他あらゆる分野の活

動に参加する機会が確保さ れるよう に，地域福祉の推進に努めなければならない。

３　 地域住民等は，地域福祉の推進に当たっては，福祉サービスを必要とする地域住民及び

その世帯が抱える福祉，介護，介護予防（ 要介護状態若しく は要支援状態と なること の予

防又は要介護状態若しく は要支援状態の軽減若しく は悪化の防止をいう 。），保健医療，住

まい，就労及び教育に関する課題，福祉サービスを必要とする地域住民の地域社会からの

孤立その他の福祉サービスを必要とする地域住民が日常生活を営み，あらゆる分野の活

動に参加する機会が確保さ れる上での各般の課題（ 以下「 地域生活課題」という 。）を把握

し ，地域生活課題の解決に資する支援を行う 関係機関（ 以下「 支援関係機関」という 。）と の

連携等によりその解決を図るよう 特に留意するものとする。

（ 市町村地域福祉計画）

第１０７条　 市町村は，地域福祉の推進に関する事項とし て次に掲げる事項を一体的に定め

る計画（ 以下「 市町村地域福祉計画」という 。）を策定するよう 努めるものとする。

　 一　 地域における高齢者の福祉，障害者の福祉，児童の福祉その他の福祉に関し ，共通し

　 　 て取り 組むべき事項

　 二　 地域における福祉サービスの適切な利用の推進に関する事項

　 三　 地域における社会福祉を目的とする事業の健全な発達に関する事項

　 四　 地域福祉に関する活動への住民の参加の促進に関する事項

　 五　 前条第１項各号に掲げる事業を実施する場合には，同項各号に掲げる事業に関する

　 　 事項

２　 市町村は，市町村地域福祉計画を策定し ，又は変更しよう とするときは，あらかじ め，地域

住民等の意見を反映さ せるよう 努めるとともに，その内容を公表するよう 努めるも のとす

る。

３　 市町村は，定期的に，その策定した市町村地域福祉計画について，調査，分析及び評価を

行う よう 努めるとともに，必要があると 認めるときは，当該市町村地域福祉計画を変更す

るものとする。

社会福祉法，地域福祉計画（ 抜粋）2

資料編

1 1 2
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（ 市町村の講ずる措置）

第1 4 条　 市町村は，成年後見制度利用促進基本計画を勘案し て，当該市町村の区域

における成年後見制度の利用の促進に関する施策についての基本的な計画を定め

るよう 努めるとともに，成年後見等実施機関の設立等に係る支援その他の必要な措

置を講ずるよう 努めるものとする。

成年後見制度の利用の促進に関する 法律（ 抜粋）3



基本目標１ 　 福祉のこ こ ろを はぐ く む人づく り

第４ 次計画にお ける 主要取組評価一覧

資料編

1 1 4

4

Ｎｏ１

基本施策（ １）　 福祉のこころの醸成と 交流活動の促進

主要取組名 指標
現状値

２０２１年度

目標値

２０２２年度

４５．８％ ５９．０％

こ こ ろ のユ ニ バー サ

ルデ ザイ ン 運動の推

進

障がい 者シン ボルマ ーク 等の

認知度

Ｎｏ１２
２６回

９５０人

１１２回

４，２００人

体験型の出前福祉講

座の充実

出前福祉共育講座の開催回数

受講者数

Ｎｏ１７
４講座

１２１人

６講座

３４２人

ボランティ ア養成講座

の充実

ボランティ ア養成講座数

延参加者数

Ｎｏ１１

基本施策（ ２）　 福祉教育の推進と 福祉に関する人材の育成

主要取組名 指標
現状値

２０２１年度

目標値

２０２２年度

９３．９％ ９５．０％

宮っ 子心の教育の推

進

「 学習と 生活に つ い て のア ン

ケート 」（ 市内児童・ 生徒対象）

における 設問「 誰に対し ても ，

思いやり の心を持って接し てい

る」と 回答し た中３ 生徒の割合

Ｎｏ３ ４２，３１６人 ４７，０００人
認 知 症 周 知 啓 発 の

実施

認知症サポータ ー数

Ｎｏ７ ２，５００人 １０，０００人
宇都宮市民福祉の祭

典の実施

祭典の来場者数

Ｎｏ１４ ４９人 ８６人
障がい 者の意思疎通

支援の充実

各 種 奉 仕 員 養 成 講 座 の受 講

者数
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基本目標２ 　 安心し て暮ら せる 福祉の基盤づく り

Ｎｏ１８

基本施策（ １）　 社会参画の促進

主要取組名 指標
現状値

２０２１年度

目標値

２０２２年度

１０，１３６人 １２，１５０人

高齢者のライフスタ イ

ルに 合わせた 情報提

供や講座等の充実

みやシニア活動センタ ー

事業参加者数

Ｎｏ２７

基本施策（ ２）　 多様な福祉サービスの充実

主要取組名 指標
現状値

２０２１年度

目標値

２０２２年度

３５回 １００回
出前保健福祉講座の

実施

出前保健福祉講座の実施回数

Ｎｏ２２ ５５．７％ ６５．０％

生活困窮者等への就

労支援事業の充実

生活保護受給者等就労自立促

進事業（ ハロ ーワークと の一体

的実施事業）の就職率

Ｎｏ３１ ２４センタ ー ２５センタ ー

地 域 包 括 支 援 セ ン

タ ー機能の充実

事業評価において 実施状況が

すべての項目において「 概ねで

きている」以上である地域包括

支援センタ ーの数 

（ ※平成3 0 年度から 事業評価

を実施）

Ｎｏ３０ １１，４３５件 １０，０００件
保健と 福祉のサービ

ス提供活動の充実

保 健と 福 祉 の 個 別 支 援 件 数

（ 年間）

Ｎｏ２４ １０５人 １１９人
障がい 者の一般就労

への支援の充実

一般就労に移行し た障がい者

の延人数
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Ｎｏ３５

基本施策（ ２）　 多様な福祉サービスの充実

主要取組名 指標
現状値

２０２１年度

目標値

２０２２年度

２４．６％ ７５．０％

生活困窮者自立相談

支援事業の充実

生活困窮者自立相談支援事業

における 就労支援対象者の就

労・ 増収率

Ｎｏ５１ ９０．７％ ９５．０％

誰も が利用し やすい

公共交通ネット ワーク

の構築

公共交通カ バー率（ 人口）

Ｎｏ５０

基本施策（ ３）　 快適な生活基盤の計画的な整備

主要取組名 指標
現状値

２０２１年度

目標値

２０２２年度

８３．９％ ８５．４％

拠 点 等 へ の 居 住 や

生 活 利 便 施 設 の 集

積促進

都市拠点・ 地域拠点（ 都市機能

誘導区域と 市街化調整区域の

地域拠点）に誘導する生活利便

施設の充足状況（ 充足率）

Ｎｏ４６ １，９００人 ２，４５０人

在 宅 医 療・ 介 護 連 携

の 推 進（ 地 域 療 養 支

援体制の整備）

在宅療養に関する 講座の参加

者数（ 累計）

Ｎｏ５８ ６１．３％ ６６．１％

ＬＲＴ やバス な ど 公共

交通機関のバリ ア フ

リ ーの推進

ノ ンステッ プ バスの導入率

Ｎｏ５３ ５３施設 ５４施設
市有施設のバリ ア フ

リ ーの推進

市有施設のエレ ベータ ー整備

数（ 累計）

Ｎｏ５５ ４８，１４５ｍ ４８，１４２ｍ
道路のバリ アフリ ーの

推進

歩道の点字ブロック 設置延長

Ｎｏ５７ １５６か所 １８６か所
公園のバリ アフリ ーの

推進

公園整備（ 出入口，園路，水飲

み器等の整備）数
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市民・ 事業者ア ン ケート の抜粋5

新型コロナウイルス感染症の拡大により 生活の変化はありますか。

（ 複数回答）

　 新型コロナウイルス感染症の拡大により ，「 交流の機会が減少した」に続き，「 ストレスが

増えた」と 回答した市民の割合が高い。

　 その他については，旅行や帰省ができない，買い物が気軽にできない，外食が減ったが

も多く ，次いで収入が減った，仕事の減少，失職や職が変わった，気疲れなどであった。

　 地域で「 絆」や「 つながり 」を感じると回答した人は減少している。

（ ２０１７年：４３．７％⇒２０２１年：３７．４％）

●

住んでいる地域で「 絆」や「 つながり 」を感じ ていますか。●

70.060 .050 .04 0 .030 .02 0 .010 .00 .0
n= 2423

在宅が増えた 10 .8

オンラインが増えた 13 .6

交流が減少し た 60 .3

ストレスが増えた 43 .9

介護・ 育児の負担が増し た 4 .6

体力や気力の低下 36 .5

家族との時間が増えた 31 .9

その他 11 .4

0 .0 1 0 .0 2 0 .0 3 0 .0 4 0 .0

43 .7

5 0 .0

（ ％）

感じる

2017年 2021年

37 .4

35 .0感じない
31 .1

21 .3わからない
30 .1

（ % ）
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上記で 「 絆」や「 つながり 」を感じると 回答し た方のみにう かがいます。それはどんな時で

すか。（ 複数回答）

　「 絆」や「 つながり 」を感じる場面として，「 あいさ つや会話ができる」に続いて，「 気軽に参

加・ 協力できる」と 回答した市民の割合が高い。

　 その他とし て，ボランティ ア活動や社協の方に良く し てもらった，登校するときに見守り

をしてく れる，何かあると心配してく れるなどであった。

●

0.0 10 .0 20 .0 30 .0 40 .0 50 .0 60 .0 70 .0 80 .0 90 .0 100 .0

あいさ つや会話ができる

n= 1626

89 .4

お互いの家を行き来できる 29 .1

気軽に相談できる 27 .1

支え合い・ 助け合える 37 .1

気軽に参加・ 協力できる 38 .3

その他 1 .8

（ % ）
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地域で「 絆」や「 つながり 」を感じる人の主観的幸福感

　 地域で「 絆」や「 つながり 」を感じる人の主観的幸福感は感じない人よりも高い。

　 隣近所の人にし て欲し い手助けは，「 特にない」と 回答した市民の割合が も高く ，次い

で「 災害時の手助け」，「 見守りや安否確認の声かけ」と 回答した市民の割合が高い。

 　 その他として，災害時の情報交換，不審者の通報，あいさ つなどであった。

●

あなたは隣近所の人にどのよう な手助けをし てもらいたいですか。

（ 複数回答）

●

0.0

安否確認の声かけ 23 .1

1 0 .0 2 0 .0 3 0 .0 4 0 .0 5 0 .0

（ ％）

（ ％）

100 .0

高い 低い

80 .0

60 .0

4 0 .0

2 0 .0

0 .0
感じ ない

37 .2

62 .8

感じる

69 .5

3 0 .5

災害時の手助け 38 .1

話し 相手 10 .2

買い物 2.0

ゴミ 出し 4 .9

子どもの預かり 3.1

入院など外出の手伝い 2 .2

その他 0 .6

特にない 45 .9

隣近所の人にして欲し い手助け
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あなたは隣近所の人にどのよう な手助けをし てあげられますか。

　（ 複数回答）

　 隣近所の人に自分ができる手助けは，「 災害時の手助け」と 回答した市民の割合が も

高く ，次いで「 見守りや安否確認の声かけ」,「 話し 相手」と 回答した市民の割合が高い。

 　 その他として，災害時の情報交換，不審者の通報，あいさ つなどであった。

　「 地域共生社会」の認知度について，「 知らない」と 回答した市民の割合が も高く ，次い

で，「 名前は聞いたこと があるが意味は知らない」と 回答した市民の割合が高い。

●

昨今，「 地域共生社会」の実現が求められています。「 地域共生社会」をご存知ですか。●

0.0 10 .0 20 .0 30 .0 40 .0 50 .0 60 .0

安否確認の声かけ 44 .8

災害時の手助け 51 .1

話し 相手 31 .5

買い物 12 .4

ゴミ 出し 15 .1

子どもの預かり 5 .9

入院・ 通院など外出の手伝い 8 .1

その他 1 .3

特にない 23 .3

隣近所に自分ができる手助け

知っている 意味は知らない 知らない 無回答

20 .1

28 .9

4 8 .6

2 .5

（ % ）

（ % ）
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以下のよう な市民活動のいずれかに参加し たいと 思いますか。

　 　 社会福祉活動（ 福祉施設慰問，子育て支援，手話・ 点字活動など）

　 　 保健活動（ 食生活の改善，健康づく り 活動など）

　 　 環境保全活動（ 自然保護，環境美化，リサイクルなど）

　 　 防犯・ 防災・ 災害対策活動

　 　 教育・ 文化・ スポーツ活動

　 　 国際交流活動・ 協力活動

　 　 その他（ 消費者問題，男女共同参画，平和活動など）

　 地域活動への参加について，「 わからない」と 回答し た市民の割合が も 高く ，次いで

「 参加するつもりはない」，「 現在参加していないが今後参加したい」と 回答した市民の割合

が高い。

●

参加しており今後も続けたい

参加するつもりはない 未回答わからない

参加していないが今後参加したい

0.0 20 .0

2017年

40 .0 60 .0 80 .0 100 .0

12 .3 36 .6 17 .6 33 .5

20２１年 8 .5 25 .2 27 .0 35 .2 4 .1

（ % ）
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上記で「 参加するつもり はない」と 回答し た方のみにう かがいます。

　 参加するつもり がないと 回答した理由について，「 活動する時間がない」と 回答した市民

の割合が も高く ，次いで「 興味・ 関心がない」と回答した市民の割合が高い。

●

本市の保健福祉サービスに関する情報提供（ 各課の窓口，広報紙やホームページの掲

載，出前保健福祉講座など）についての満足度をお聞かせく ださ い。

　 保健福祉サービスに関する情報提供に係る満足度は，「 ほぼ満足し ている」と 回答し た

市民の割合が も高く ，次いで「 あまり満足していない」と 回答した市民の割合が高い。

●

0.0 10 .0 20 .0 30 .0 40 .0 50 .0

近く で活動している団体がない 1 .1

きっかけがない 9 .2

どこで活動をしているか知らない 10 .4

移動手段がない 3.1

活動する時間がない 40 .3

興味・ 関心がない 29 .9

無回答 6 .0

参加しない理由

ほぼ満足している

あまり満足していない 不満である 無回答

満足している

3 .1

48 .2

3 2 .6

5 .9

1 0 .1

（ % ）

（ % ）
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上記で「 あまり 満足し ていない」「 不満である」と 回答し た方のみにう かがいます。満足し

ていない理由は何ですか。

　 満足していない理由として，「 新聞を購読していないので広報紙が届かない」と 回答した

市民の割合が も高く ，次いで，「 出前保健講座がいつ行われてるのかわからない」「 パソ

コンを持っておらず，操作できないためホームページを見られない」と 回答し た市民の割

合が高い。

●

ホームページをみられない

講座がわからない その他 無回答

新聞を購読していない

33 .5

16 .8
2 6 .8

1 6 .7

6 .2 （ % ）
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今後，市が特に優先的に取り 組むべき保健福祉に関する取組をお聞かせく ださ い。（ ３つ

まで）

　 今後，市が特に優先的に取り 組むべき保健福祉に関する取組については，「 身近なとこ

ろでの窓口相談の充実」と 回答し た市民の割合が も 高く ，次いで，「 高齢者，障がい者

サービスの充実」と 回答した市民の割合が高い。

　 その他については，妊娠・ 出産サービスの充実，福祉制度の狭間で制度の対象とならな

い人への支援などであった。

●

「 宇都宮市やさしさをはぐく む福祉のまちづく り 条例」の規定による整備基準への適合状

況について教えてく ださ い。

　「 宇都宮市やさしさをはぐく む福祉のまちづく り 条例」の規定による整備基準への適合

状況は，「 対象外」と 回答し た事業者の割合が も高く ，次いで，「 適合」と 回答し た事業者

の割合が高い。

●

【 公共的施設事業者】

0.0

n= 2423

支え合う 仕組みづく り への支援 17 .5

5 .0 1 0 .0 1 5 .0 2 0 .0 25 .0 30 .0 35 .0

窓口相談の充実 30 .5

保健サービスの充実 28 .7

高齢、障がい者のサービスの充実 29 .9

保育や児童福祉施設の充実 22 .9

生活困窮者の自立支援 15 .6

ひきこもりや孤立者への支援 9 .6

介護者への支援 17 .5

保健福祉情報提供 15 .2

ボランティ アなどの参加促進 4.7

福祉教育の充実 5 .1

交流できる居場所づく り 15 .9

その他 3 .2

特にない 8 .7
無回答 4 .9

適合 不適合 対象外 不明

22 .7

7 .1

4 6 .3

2 1 .3

n= 520

（ % ）

（ % ）



貴施設について，障がいの有無や年齢等にかかわらず，多様な人々が利用し やすいよう

配慮し た設備はありますか。（ 複数回答）

　 障がいの有無や年齢等にかかわらず，多様な人々が利用し やすいよう 配慮し た設備が

あるかについては，「 入口スロープ（ 簡易スロープ除く ）」と 回答し た事業者の割合が も

高く ，次いで，「 おもいやり 駐車場」と回答した事業者の割合が高い。

　 その他については，段差がない，階段昇降機，入口の広いト イレ等であった。

　「 宇都宮市やさしさをはぐく む福祉のまちづく り 公共的施設整備費補助金」の認知度に

ついて，「 知らない」と 回答し た事業者の割合が も高く ，次いで，「 言葉を聞いたことはあ

るが内容は知らない」と回答した事業所の割合が高い。

●

「 宇都宮市やさし さ をはぐく む福祉のまちづく り 公共的施設整備費補助金」をご存知

ですか。

●

1 2 5
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0.0 5 .0 10 .0 1 5 .0 20 .0 2 5 .0 30 .0 3 5 .0 40 .0 4 5 .0

n= 520

おもいやり 駐車場 39 .2

入口の点字ブロック 16 .0

誘導チャイム 3.3

施設内の点字ブロック 13 .1

点字案内板 4.4

ピクト グラム 28 .7

入口スロープ 44 .0

簡易スロープ 15 .6

廊下の手すり 4 .1

エレベーター 12 .3

多目的ト イレ 38 .1

高さ 調整可能カウンター 2.1

その他 2 .9

特にない 13 .3

知らない

n= 520

67 .7 %

内容は知らない 20 .0 %

知っている 9 .0 %

未回答 3 .3%

（ % ）
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バリアフリーの推進のために重要だと 思う 取組は何ですか。

　 バリアフリー推進のために重要だと 思う 取組について，「 誰も が利用し やすいよう に建

物や道路，交通機関などを整備すること 」と 回答し た事業者の割合が も 高く ，次いで，

「 高齢者や障がいのある方に対し ，個々に思いやりを持って行動すること 」と 回答し た事業

者の割合が高い。

　 その他については，障がい者の目線にそった建物・ 設備・ サービスにすること ，歩道整備

などであった。

●

外出する際にどの程度不便さを感じますか。

　 外出時の不便さについて，全体として，「 あまり 不便さを感じ ない」と 回答し た市民（ 障が

いのある方）の割合が も高く ，次いで，「 多少不便さを感じる」と 回答し た市民（ 障がいの

ある方）の割合が高い。

●

【 障がいのある方】

0.0 5 .0 10 .0 15 .0 20 .0 2 5 .0 3 0 .0 35 .0 4 0 .0 4 5 .0
n= 520

建物、道路、交通機関の整備 4 1 .5

利用者サービスの工夫 2 6 .2

思いやりをもった行動 40 .2

行政が周知・ 啓発を推進 4 .7

その他 2.7

0 .0 5 .0 1 0 .0 15 .0 2 0 .0 2 5 .0 30 .0 3 5 .0 40 .0 4 5 .0

とても不便

23 .8
15 .2

17 .7

1 9 .2

多少不便

29 .3
35 .7

3 8 .2

3 4 .0

あまり 感じ ない

38 .6
4 2 .6

37 .3

39 .5

無回答

8 .3
6 .4

6 .8
7 .3

身体（ n= 601） 知的（ n= 512） 精神（ n= 458） 全体（ n= 1571）

（ % ）

（ % ）
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外出時に不便さ を感じ ると 回答し た方のみお答えく ださ い。それはどんな時ですか。（ 複

数回答）

　 外出時の不便さを感じる場面について，全体として，「 公共交通機関を利用するとき」と

回答し た市民（ 障がいのある方）の割合が も高く ，次いで，「 障がいについて周囲に理解

さ れないとき」と回答した市民（ 障がいのある方）の割合が高い。

　 その他については，男子ト イレにおむつ台がない，送り 迎えが必要，障がい者だと 思って

もらえないなどがあった。

●

0.0 5 .0 10 .0 1 5 .0 20 .0 2 5 .0 3 0 .0 35 .0 4 0 .0 45 .0 5 0 .0

身体（ n= 319） 知的（ n= 261） 精神（ n= 256） 全体（ n= 836）

公共交通期間

37 .0
4 2 .1

46 .1

4 1 .4

駐車場

21 .0
1 3 .4

1 0 .5

15 .4

ト イレ

34 .5
2 6 .8

1 6 .8

2 6 .7

バリアフリーを探せない

13 .8
7 .7

0 .8

7 .9

障がいへの理解不足

17 .2
48 .3

4 0 .6

3 4 .1

その他

17 .2
1 2 .6

2 3 .8

1 7 .8

（ % ）
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宇都宮市社会福祉審議会から の提言6

第５次宇都宮市やさしさをはぐく む

福祉のまちづく り 推進計画

宇都宮市成年後見制度利用促進計画

策定に係る提言

令和５年２月１７日

宇都宮市社会福祉審議会



１　 提言にあたって

　 本審議会は，社会福祉に関する事項を調査審議する機関とし て，市議会議員，社会

福祉事業従事者，学識経験者等で構成し ており ，市が「 第５次宇都宮市やさし さ をは

ぐく む福祉のまちづく り 推進計画／宇都宮市成年後見制度利用促進計画」を策定す

るにあたり ，令和４年７月２８日の第１回会議以降，４回の会議を開催し ，様々な議論を

重ねてきた。

　 本提言書は，その議論・ 検討の結果を踏まえ，今後の地域福祉の施策について，専

門的な見地から意見を提言するものである。

　 近年，地域福祉を取り 巻く 環境は，少子高齢化の進行や人口減少社会の到来，家

族や地域と の「 つながり 」の希薄化，頻発する自然災害や感染症の拡大など，社会情

勢の変化に伴い，認知症高齢者の増加や生活困窮，子ども の貧困，虐待，ひきこもり

など，様々な福祉課題が生じ ている。

　 また，国においては，「 制度・ 分野ごと の『 縦割り 』や『 支え手』『 受け手』と いう 関係を

超えて，地域住民や地域の多様な主体が参画し ，人と 人，人と 資源が世代や分野を超

えてつながること で，住民一人ひとり の暮らしと 生きがい，地域を共に創っていく 社

会（ 厚生労働省「 地域共生社会のポータ ルサイト 」より 抜粋）」である「 地域共生社会」

の実現など，地域福祉推進のための新たな取組が進められている。

　 さらに，東京オリンピック・ パラリンピック競技大会，第２２回全国障害者スポーツ大

会（ いちご一会とちぎ大会）を契機に，心のバリアフリーやユニバーサルデザインのま

ちづく り の重点化を図るなど，次世代へつなぐ「 レガシー」とし ての取組も 進められて

いるところである。
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　 こ のよう なこと から，すべての市民が社会で孤立すること のないよう ，住み慣れた

地域で絆を深めながら，共に支え合い，安心し て自立し た生活を送ること ができるよ

う ，一人ひとり の福祉意識の高揚はもとより ，市民・ 事業者・ 行政の連携・ 協働による，

地域住民同士が支え合い，助け合う 環境の創出，誰も が安心・ 快適に暮らせる都市基

盤，生活基盤の整備に向けた取組の推進がより 一層重要となっている。

　「 第５次宇都宮市やさしさをはぐく む福祉のまちづく り 推進計画／宇都宮市成年後

見制度利用促進計画」の策定にあたっては，社会状況の変化や社会福祉制度の動向

等を的確に捉え，また，栃木県が策定する「 第４期栃木県地域福祉支援計画」の支援

を受け，庁内の関連計画や宇都宮市社会福祉協議会が策定する「 第５次地域福祉活

動計画」と 連携を図るとともに，本審議会の提言の趣旨を十分に踏まえ，行政と 地域

住民や関係団体，事業者などが一丸と なって福祉のまちづく りに取り 組むことを期待

するものである。
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２　 地域福祉を取り 巻く 環境の動向と 対応すべき課題について

計画の策定にあたっては，地域福祉を取り 巻く 環境や，以下の福祉に関する動向

などを考慮する必要がある。

ア 国の動向

・  　 住民の誰も が役割を持ち，お互いが配慮し 存在を認め合い，支え合う ことで，

孤立せずにその人らし い生活を送ること できるよう ,地域共生社会の実現に向

けた法改正がなさ れるともに，市町村全体の支援機関・ 地域の関係者が地域住

民の困り ごとを受け止め，寄り 添い続ける支援体制である「 重層的援体制整備

事業」の創設や，権利擁護支援の地域連携ネット ーク の一層の充実など，成年

後見制度利用促進の取組が進められている。

・  　 また，東京オリンピック・ パラリンピック 競技大会を契機とし て，心のバリアフ

リーやユニバーサルデザインのまちづく りに取り 組んでいるところである。

イ 本市の現状

・  　 少子高齢化の進行等により ，単身高齢者や認知症高齢者の増加，生活困窮や

子ども の貧困，虐待，ひきこもり など，市が抱える問題は，世代や属性ごと の制

度を超え，複雑化・ 複合化し てきている。

・  　 また，新型コ ロナウイルス感染症による社会経済環境の変化は，市民生活や

地域活動等に大きな影響を与えた一方，「 新し い生活様式」を踏まえ，Ｉ ＣＴ の活

用などにより 施策を展開し ている。

⑴ 地域福祉を取り 巻く 環境の動向
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　 計画の策定にあたっては，市民・ 事業者アンケート や市民意見交換会などにお

ける市民意見を十分に反映さ せる必要がある。

ア 市民・ 事業者アンケート 結果

・  　 地域の「 絆」や「 つながり 」を感じる市民の割合が低い。

・  　 市民の市民活動への参加意欲は低く ，主な理由とし て，「 活動する時間がな

い」，「 興味関心がない」が挙げられている。

・  　「 孤立・ 孤独にある者」や「 ひきこもりと なる可能性がある者」が一定割合お

り ，支援につながっていないケースが見られる。

・  　 障がいのある市民の外出について，「 公共交通機関を利用するとき」や「 障が

いについて理解さ れないとき」に不便さを感じる市民が多い。

イ 市民意見交換会結果

・  　 高齢者，特に，ひとり 暮らし 高齢者が増えていること や，コ ロナ禍に伴い，集ま

る機会やコミュニケーショ ンが減っており ，地域と のつながり や支え合いの必要

性を感じる。

・  　 昔は気軽に声を掛け合っていたが， 近は，そのよう なこと が少なく なり ，近

所の関わり が希薄化し ている。

・  　 若い世代は忙しく 参加が難し いこと から ，参加を促すためには個人のニーズ

に合わせた地域活動も 実施すること が望まし い。

・  　 新型コ ロナウイルス感染拡大を要因に地域活動に対する意欲が低下し てい

るとともに，自治会加入率も 減少し ている。

・  　 自分から「 助けて」と 声を挙げる人が少なく ，地域でニーズを把握すること が

難し いこと から ，困っていること を言い出し やすい環境づく り や地域での安心

感を持ってもらえる雰囲気づく り が必要である。

⑵ 市民意見の反映
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　 国の動向，本市の現状，市民・ 事業者アンケート や市民意見交換会での意見を

踏まえ，以下の課題に対応し ていく 必要がある。

①　「 地域での『 絆』や『 つながり 』の大切さ 」の理解促進，福祉の担い手の確保・

育成に向けた意識醸成

　 　 市民アンケート 結果からは，「 絆」や「 つながり 」を感じ ている市民は主観的幸

福感が高いこと が分かっており ，「 住民同士の支え合いの大切さ 」の理解促進

に向けた取組が必要であるとともに，福祉の担い手を確保・ 育成するために，福

祉への興味関心を高める啓発活動や交流活動，福祉教育のさらなる推進が必

要である。

②　  地域活動への支援，市民参加に向けた誘導

　 　 地域福祉の推進にあたっては，地域の主体的な活動が重要であること から ，

地域福祉の担い手とし て活動が継続さ れるよう 支援するとともに，市民参加に

つなげるための誘導策やきっかけづく りなどに取り 組む必要がある。

③　  相談支援機能の充実・ 強化

　 　 ８０５０問題やダブルケア，生活困窮，ひきこもり に加え，不登校やヤングケア

ラー，虐待など，市民が抱える問題は複雑化，複合化し ていること から，こうし た

問題を早期に発見し ，解消を図ること ができるよう ，相談機能の充実を図るとと

もに，関係機関の分野を超えた連携による支援体制を整備する必要がある。

④　 権利擁護支援の推進

　 　 本市においては，認知症高齢者や障がいのある方の割合が増加傾向にあり ，

今後も日常生活における契約等の支援を必要と する市民の増加が予想さ れる

こと から，誰も が安心し て尊厳を持って生活すること ができるよう ，権利擁護の

支援を必要と する市民が，安心し て制度を利用し ，継続的に支援を受けること

ができる仕組みが必要である。

⑶ 対応すべき課題
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⑤　 安全・ 快適な都市基盤・ 生活基盤の計画的整備

　 　 公共的施設・ 公共交通機関・ 住環境など，地域の特性や周辺環境，ニーズや

優先性を十分考慮し ながら ，市民が安全で快適に生活すること ができ，自然と

交流すること ができる都市基盤・ 生活基盤の整備を計画的に推進する必要が

ある。

⑥　  心のバリアフリ ーの充実

　 　 高齢者，障がい者，妊産婦や外国人など，誰も が安心し て日常生活や社会生

活を営むためには，施設整備などのハード 面だけではなく ，様々な心身の特性

や考え方を持つ人がいることを理解し ，互いに尊重し 合い，支え合う「 心のバリ

アフリー」をさらに推進する必要がある。

⑦　 情報バリアフリ ーの推進

　 　 近年のデジタル化の進展に伴い，Ｉ ＣＴ を活用し た新たな媒体による情報発信

など，情報提供の手法の幅が広がっていること から ，高齢者や障がい者，外国

人などが，デジタ ル技術を活用し ながら ，必要な情報を必要な時に，多様な情

報伝達手段により 取得，または，発信できるよう ，情報面のバリ アフリ ーも 推進

する必要がある。

３　 各施策に対する本審議会からの主な意見

　 　 本審議会では，少子高齢化の進行や本格的な人口減少社会の到来，アフタ ーコ ロ

ナなどの社会環境の変化により ，地域から孤立する傾向にある不登校やひきこもり ，

８０５０問題などの複雑化・ 複合化し た問題や，制度の狭間の問題が顕在化し つつあ

る中，行政を含め，市民，地域，事業者・ 団体が，これからの５年間でどう 課題を克服し

ていく かという 視点で議論を進めてきた。

　 　 主な議論を提言書とし て以下のとおり 取りまと めた。
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【 基本目標１】 福祉のこころをはぐく む人づく り

・  　 ハード 面のバリアフリーも 大切であるが，併せて，やさしさ や思いやり の気持

ちを育むソフト 面のバリアフリーの取組が重要である。

・  　 年代や性別，障がいの有無・ 種別などの特性に偏らず，様々な人と の交流を

促進することにより ，相互理解を深めること が重要である。

基本施策（ １）福祉のこころの醸成

・  　 子ども の思いやり の心や，やさし さ の心を育むために，引き続き，未就学児

からの取組や教育行政と の連携が必要である。

　 　 また，子どもへの福祉教育の推進は，親世代への波及効果も 期待できる。

・  　 地域の課題を「 我が事」とし てとらえ，地域活動への参加意欲を向上さ せる

ための取組が重要である。

　 　 特に，若い世代の参加意欲向上に向けては，意識醸成と 合わせて，活動を

知ってもらう ための取組が必要である。

基本施策（ ２）福祉教育の推進と 福祉に関する人材の育成

【 基本目標２】 共に支え合う 地域づく り

・  　 地域で活動するさまざまな団体が連携・ 協働し て福祉のまちづく りを進めて

いく 必要がある。

・  　 地域づく り の土台と なる自治会活動や，老人会などの地域団体活動の活性

化,地域コミュニティ の醸成が重要である。

基本施策（ １） 市民の主体的な地域活動への支援
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・  　 地域において，孤立すること のないよう ，人と 人と のつながりをつく り ，自主

的に助け・ 支え合う 関係を築いていく ためには，認知症サロンやふれあい・ い

きいきサロンなど，様々な立場で支援が必要な方々のニーズに応じ た，誰も が

安心し て参加できる「 居場所」づく り が特に重要である。

・  　 地域づく り は，「 支え・ 支えられる関係」が循環し ，一部の人の役割とするもの

ではなく ，子ども から 高齢者，障がい者などの属性に応じ て参加でき，誰も が

主体的に関わること が望まれる。

・  　 地域づく り の推進においては，様々な団体は，多様な担い手の参画やリ ー

ダーの育成・ 登用等について，改めて考えていく 必要があり ，行政には，属性

に関わらず誰も が参加し ていく 地域づく りを一層進めていく ために，団体自ら

が変革し ，活性化し ていく 環境づく りを進めていく ことを期待する。

・  　 地域づく りに関わる個人，団体などの活動に対し て支援の充実

・  　 地域活動への参加が，生きがいづく り や自立促進，思いやり の心の育成の

きっかけとなることもあるため，様々な地域活動への参加の機会を確保すべき

である。

 ・  　「 交流の場」は地域社会と のつながりをつく るきっかけと なること から，ウィ

ズコ ロナ・ アフタ ーコ ロナを踏まえながら，様々な立場の人が，個人や世帯の

状況に応じ て気軽に参加すること ができるよう な支援が必要である。

基本施策（ ２） 社会参画の促進



1 3 7

資料編

・ 　  高齢者，障がい者，子ども，生活困窮者等の複合的な課題や，行政の福祉サー

ビスの対象とならない様々な福祉課題・ 生活課題，自然災害に地域で対応でき

るよう ，地域住民や団体，事業者の連携・ 協力を図る取組が必要である。

 ・  　 効果的に地域福祉を推進するため，市社会福祉協議会，地域関係機関，団

体等がネット ワークを形成するなど，効果的に社会資源の連携・ 活用を図る必

要がある。

 ・  　 地域福祉推進の中核を担う 社会福祉協議会等が行う コミュニティ ワークな

どの充実に向けて支援する必要がある。

基本施策（ ３） 共に支え合う 地域ネット ワーク づく り

【 基本目標３】 安心し て暮らせる福祉の基盤づく り

・  　 複雑化・ 複合化する福祉課題に対応するため，高齢者，子ども ，障がい者，生

活困窮，外国人など，世代や性別，属性などに関わらず，市民に身近な場所で

いつでも 相談を受け止める体制の整備が必要である。

・  　 さ らには，受けた相談内容に応じ て，問題の解決に向けて関係機関等が緊

密に連携・ 協働し ながら ，必要な支援を提供する包括的支援体制の整備が必

要である。

・  　 ケアラーや4 0 代，5 0 代のひきこもり などの制度の狭間の問題にも 対応する

こと ができる支援体制整備が重要である。

・  　 すべての妊産婦や子育て世帯，子ども が地域で安心し て生活するための相

談支援の充実を図ること が必要である。

 ・  　 行政や支援機関によるアウト リ ーチ（ 訪問支援）は，自ら 支援を求められな

い市民に寄り 添う ことで，孤立化を防止する重要な取組の一つである。

・  　 高齢者や障がい者，生活困窮者の就業は，市民の生きがいづく りや生活の安

定につながることから，引き続き，就労による自立支援の充実が重要である。

基本施策（ １） 多様な福祉サービスの充実
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・  　 認知症や知的障がい，精神障がい等により 判断能力に課題がある市民が，

住み慣れた地域で安心し て日常生活を送るため，成年後見制度はますます重

要と なってく ること から ，利用促進に向けた広報・ 啓発活動の充実・ 強化を図

る必要がある。

・  　 成年後見制度の担い手である成年後見人等の人材確保・ 育成に向けた取組

が必要である。

・  　 成年後見制度の利用促進に向け，専門的な権利擁護支援の「 地域連携ネッ

ト ワーク」をコーディ ネート し ，広報や相談支援，後見人支援等を行う 中核的な

機関の設置が必要である。

基本施策（ ２） 権利擁護支援の充実

・  　 高齢者や障がい者など，誰も が自由に外出し ，社会参加できるよう ，移動し

やすい移動環境の整備が必要である。

・  　 誰も が安心し て日常生活を送ること ができるよう ，居住支援や生活空間の

利便性の向上が必要である。

・  　 子どもから 高齢者，障がい者，外国人など，世代や属性に関わらず快適に過

ごすこと ができる都市空間は，コミュニティ 活動の活性化や様々な人の交流機

会の創出等につながる。

・  　 バリ アフリ ー整備は，引き続き，市民ニーズや優先性を考慮し た上で，計画

的に進めること が重要である。

基本施策（ ３） 快適な生活基盤の計画的な整備
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４　 計画の推進に関する意見

　 計画の推進にあたっては，計画に位置付けられている施策・ 取組が，保健・ 福祉・ 市

民協働・ 都市形成・ 教育など，多分野にわたること から ，行政内部の連携をより 一層

深め，総合的・ 包括的に福祉に資する事業を展開するとともに，市社会福祉協議会の

策定する計画と 相互連携の強化を図り ，各施策・ 取組を推進する必要がある。

　 さらには，今回の計画は，地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進について，

「 誰がやるのか」ではなく ，市民や地域団体，事業者，行政が連携・ 協働し ，それぞれの

立場で支え合いの社会を築く こと が重要である。

　 特に，今後は，困難や生きづらさを抱える当事者や若い世代の参画を促し ，その意

見を取り 入れながら，施策事業を推進すること が必要である。

　 そのためにも ，「 市民」「 地域」「 公共」がそれぞれの役割を認識し ，社会環境の変化

に応じ て，特性を活かし ながら，主体的に取り 組めるよう ，それぞれに望まれる活動に

ついて分かり やすい表現や内容で示す必要がある。

　 また，計画の進行管理にあたっては，計上取組の中から，地域共生社会の実現に特

に効果的なものについて，計画期間内における目標を設定し て計画的に取り 組み，そ

の進捗状況を市民に分かり やすく 示すとと もに，計画の評価・ 検証にあたっては，施

策・ 取組の達成状況の確認や分析・ 評価を的確に行う ため，地域福祉の推進に関わ

る様々な分野の委員で構成する当審議会へも報告いただき，あらゆる視点から評価・

検証を行い，実効性のある計画とする必要がある。
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　 計画期間と なるこの５年間において，特に重点を置く 必要がある以下の３点に留意

いただきながら，計画を推進し ていただきたい。

・  　 誰も が地域の課題を「 我が事」とし てとらえ，主体的に地域活動に取り 組むよう

な意識醸成

・  　 人と 人，人と 地域のつながり づく り

・  　 市民が抱える複雑化・ 複合化し た問題等への対応に向けた，市民，地域，事業者，

行政の緊密な連携

　 　 後に，すべての市民が，住み慣れた地域で絆を深めながら，支え合う こと ができ

る「 地域共生社会」を目指し ，地域住民や団体，事業者等を含め，全市一丸と なって福

祉のまちづく りを進めること ができるよう ，行政には，こ の計画を地域共生社会の実

現に向けたプランと するなど，引き続き，全力を挙げて取り 組んでもらう ことを期待

するとともに，本審議会とし ても ，本市の地域福祉のより 一層の推進に向け，今後も

連携・ 協力し ていく 。 
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開催経過

【 社会福祉審議会全体会】

回 開催日

第１回 令和５年　 ２月１３日

審議内容

・  令和４ 年度専門分科会の調査審議結果等につい

て　 ほか

第４回 令和５年　 ２月　 ７日 ・  計画策定に係る提言について

【 社会福祉審議会地域福祉専門分科会】

回 開催日

第１回 令和４年　 ７月２８日

審議内容

・  「（ 仮称）第５次宇都宮市やさし さをはぐく む福祉の

まちづく り 推進計画」の策定について

・  現行計画の課題の整理について

・  ブロック別意見交換会の開催について

【 成年後見制度利用促進検討会議】

回 開催日

第１回 令和４年　 ７月２６日

審議内容

・  計画の策定について

・  成年後見制度に係る国の動向及び本市の現状に

ついて

・  成年後見制度（ 中核機関設置）に係る本市の課題

（ たたき台）について

第３回 令和４年　 １１月１６日

・  成年後見制度利用促進計画の素案について

・  地域連携ネット ワーク 構築に向けたスケジュール

（ イメ ージ）

第２回 令和４年　 ９月１４日
・  成年後見制度利用促進計画に係る基本施策の方

向性について

第２回 令和４年　 １０月２８日

・  「（ 仮称）第５次宇都宮市やさし さをはぐく む福祉の

まちづく り 推進計画」策定に向けた課題の総括に

ついて　

・  「（ 仮称）第５次宇都宮市やさし さをはぐく む福祉の

まちづく り 推進計画」の基本的な方針について

・  「（ 仮称）第５次宇都宮市やさし さをはぐく む福祉の

まちづく り 推進計画」の骨子（ 案）について

第３回 令和５年　 １月１３日

・  「（ 仮称）第５次宇都宮市やさし さをはぐく む福祉の

まちづく り 計画／宇都宮市成年後見制度利用促

進計画」（ 素案）の策定について
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策定体制7

＜庁内検討組織＞ ＜庁外検討組織＞

庁　 　 　 議
審議・ 報告

関係部長等会議（ 必要に応じ 開催）

宇都宮市やさしさをはぐく む福祉の

まちづく り 推進委員会

【 委員会】

１ 役割　

　・ 計画の作成

　・ 分野間の連携

２ 構成　

　・ 委員長： 参事（ 地域共生社会担当）

　・ 副委員長： 市民まちづく り 部次長

　 　 　 　 保健福祉部次長

　 　 　 　 子ども部次長

　・ 委員： 財政課長，政策審議室長，スーパース

マート シティ 推進室長，交通政策課長，みんな

でまちづく り 課長，保健福祉総務課長，生活

福祉第１課長，生活福祉第２課長，高齢福祉課

長，障がい福祉課長，健康増進課長，子ども

未来課長，子ども 家庭課長，保育課長，道路

保全課長，都市計画課長，ＮＣＣ 推進課長，建

築指導課長，住宅政策課長，公園管理課長，

教育企画課長，学校教育課長，生涯学習課長

【 検討部会】

１ 役割　

　・ 計画素案の作成

　・ 分野間の連携

２ 構成　

　・ 部会長： 保健福祉総務課長補佐

　・ 委　 員： 委員会を構成する課等の担当

　 　 　 係長等

（ 幹事会）

１ 役割　

　・ 重層的支援体制の検討

２ 構成　

　【 コア関係課長会議】

　・ 委員長： 保健福祉部次長

　・ 副委員長： 市民まちづく り部次長,子ども部次長

　・ 委員： 財政課長，政策審議室長，みんなでまち

づく り 課長，保健福祉総務課長，生活福祉第２

課長，高齢福祉課長，障がい福祉課長，保健

予防課，子ども 未来課長，子ども家庭課長

※ 人事課，子ども発達センタ ー

　【 コアワーキング会議】（ 随時開催）

　・ 部会長： 保健福祉総務課長補佐

　・ 委　 員： コア関係課長会議を構成する課等の

　 　 　 　 担当係長等

１ 役割　 計画への提言

２ 委員構成　 １５名

　・ 市議会議員　 　 　 　 　（ １名）

　・ 社会福祉事業従事者　（ ７名）

　・ 学識経験者　 　 　 　 　（ ４名）

　・ 臨時委員　 　 　 　 　 　（ ３名）

宇都宮市社会福祉審議会

（ 地域福祉専門分科会）提言

市民・ 団体・ 組織などの

多分野からの意見聴取

反映

付議

市民アンケート 調査の実施

事業者アンケート 調査の実施

地区別意見交換会の実施

パブリックコメント の実施

成年後見制度利用促進検討会議

（ 事務局）　 保健福祉総務課・ 高齢福祉課
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宇都宮市社会福祉審議会（ 全体会）委員　

令和４年度　 宇都宮市社会福祉審議会　 委員名簿

団体名称等

1
市
議
会
議
員

宇都宮市議会議員

2 宇都宮市議会議員

3 宇都宮市議会議員

4 宇都宮市議会議員

役職名 氏名

岡本 源二郎

職務代理者

委員長

黒子　 英明

渡辺　 通子

福田　 智恵

5

社
会
福
祉
事
業
従
事
者

宇都宮介護者の会

6 宇都宮圏域障害者就業・ 生活支援センター

7 宇都宮市介護サービス事業者連絡協議会

8 宇都宮市居宅介護支援事業者連絡協議会

会長

センター長

理事

会長

三條　 安子

渡辺　 弘一

唐木　 成仁

塩澤　 達俊

9 宇都宮市社会福祉協議会

10 宇都宮市障害者福祉会連合会

11 宇都宮市知的障害者育成会

12 宇都宮市民生委員児童委員協議会

会長

会長

理事長

会長

手塚　 英和

麦倉　 仁巳

鈴木　 勇二

釼持　 幸子

13 宇都宮市民生委員児童委員協議会

14 宇都宮市老人クラブ連合会

15 宇都宮精神保健福祉会

16 栃木県障害施設・ 事業協会

副会長

会長

会長

理事

影山　 房與

桶田　 正信

興野　 憲史

中澤　 和男

17 栃木県地域包括・ 在宅介護支援センター協議会

18 栃木県老人福祉施設協議会

会長

会長

浜野　 修

大山　 知子

19

学
識
経
験
者

宇都宮市医師会

20 宇都宮市医師会

21 宇都宮市歯科医師会

22 宇都宮市歯科医師会

副会長

理事

副会長

理事

増山　 哲茂

依田　 祐輔

生井　 俊一

安藤　 明秀

23 宇都宮市自治会連合会

24 宇都宮市小学校長会　

25 宇都宮市女性団体連絡協議会

26 宇都宮市青少年育成市民会議

副会長

会長

会長

会長

三坂　 茂晴

生田　 敦

木村　 由美子

関口　 浩

27 宇都宮市民生委員児童委員協議会

28 宇都宮人権擁護委員協議会

29 宇都宮大学共同教育学部

30 宇都宮大学共同教育学部

元会長

副部会長

名誉教授

教授

山口　 建一

上野　 元子

池本 喜代正

長谷川 万由美

31 宇都宮保護区保護司会

32 宇都宮ボランティ ア協会

会長

会長

下妻　 久男

松本 カネ子

33 ㈱下野新聞社 経営管理局長 小林　 裕行

34 栃木県看護協会

35 獨協医科大学

※市議会議員は宇都宮市議会議員名簿順，社会福祉事業従事者，学識経験者については団体の５０音順。敬称略    

委員合計　 　 3 5  名

会長

名誉学長

朝野　 春美

大森　 健一

備考
所属専門分科会

民生

○

○

○

○

○

○

○

○

○ ○ ○

○ ○

○ ○

○ ○

○

○ ○

○ ○

○

○ ○

○ ○

○

○

○

○

○ ○ ○

○

○ ○

○

○

○

○

○

○

○ ○

○

○

○

1 0 1 1 1 5 1 8

障が
い者 高齢者

地域
福祉
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【 敬称略】

宇都宮市社会福祉審議会（ 地域福祉専門分科会）委員

団体名

宇都宮市議会議員
市議会議員

社会福祉事業従事者

学識経験者

臨時委員

役職 氏名 備考

福田　 智恵1

2

3

4

5

6

7

8

9

1 0

1 1

1 2

1 3

1 4

1 5

宇都宮市社会福祉協議会 会長 手塚　 英和

宇都宮市障害者福祉会連合会 会長 麦倉　 仁巳

宇都宮市知的障がい者育成会 理事長 鈴木　 勇二

宇都宮市民生委員児童委員協議会 会長 釼持　 幸子

宇都宮市老人クラブ連合会 会長 桶田　 正信

宇都宮精神保健福祉会 会長 興野　 憲史

栃木県地域包括・

在宅介護支援センタ ー協議会
会長 浜野　 修 職務代理者

宇都宮市自治会連合会 副会長 三坂　 茂晴

宇都宮市女性団体連絡協議会 会長 木村　 由美子

宇都宮大学教育学部 教授 長谷川　 万由美 分科会長

宇都宮ボランティ ア協会 会長 松本　 カ ネ子

栃木県若年者支援機構 代表理事 中野　 謙作

とちぎユースサポータ ーズネット ワーク 代表理事 岩井　 俊宗

公募委員 石井　 由貴
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宇都宮家庭裁判所　 主任書記官

【 五十音順・ 敬称略】

宇都宮市成年後見制度利用促進検討会議委員

氏　 名№

1 宇多　 民也

宇都宮市　 保健福祉部次長2 小久保　 雅司

栃木県社会福祉士会　 社会福祉士3 財川　 美穂

社会福祉法人同愛会

障がい者生活支援センタ ーひかり 　 相談支援専門員

栃木県地域包括・ 在宅介護支援センタ ー協議会

地域包括支援センタ ー　 社会福祉士

4 手塚　 希

栃木県司法書士会　 司法書士5 永井　 雄一

栃木県精神保健福祉士協会　 権利擁護委員長6 野口　 悦紀

宇都宮市社会福祉協議会　 常務理事 兼事務局長7 平手　 義章

８ 馬目　 智子

白鷗大学法学部　 教授9 水野　 紀子

宇都宮市医師会　 理事1 0 村井　 邦彦

栃木県弁護士会　 副会長1 1 山下　 雄大

所属・ 役職名



資料編

1 4 6

策定経過8

月日

6月3日

審議会等 主な内容

社会福祉審議会地域福祉専門分科会

公募委員選考

・  公募委員（ 1 名）決定

7月27日～

9月14日
地域ブロック別市民意見交換会の実施 ・  市内５箇所で市民意見交換会を開催

【 令和5年】

1月13日

第３回社会福祉審議会地域福祉専門分科会 ・  計画（ 素案）の策定について

1月16日～

2月8日
パブリックコメント の実施 ・  計画（ 素案）を公表し ，意見を募集

2月7日
第４回社会福祉審議会地域福祉専門分科会 ・  計画策定に係る提言について

2月13日
第１回社会福祉審議会全体会 ・  令和４年度専門分科会の調査審議結果等について

2月17日 提言書の提出 ・  社会福祉審議会から市長へ提言書を提出

2月21日 庁議 ・  計画策定

７月1日 宇都宮市成年後見制度利用促進検討会議設置

【 令和4年】

5月24日

第１回宇都宮市やさしさをはぐく む福祉のまちづく り

推進委員会（ 庁内）

・  本市の目指す地域共生社会の実現に向けた重層的

支援体制について

7月4日
第２回宇都宮市やさしさをはぐく む福祉のまちづく り

推進委員会（ 庁内）

・  現行計画の課題の整理について

・  ブロック別意見交換会の開催について

9月28日
計画策定に係る関係課長会議 ・  計画の基本的な方針について

・  計画の骨子（ 案）について

９月１４日
第２回宇都宮市成年後見制度利用促進検討会議 ・  成年後見制度利用促進計画に係る基本施策の方

向性について

12月16日
第５回宇都宮市やさしさをはぐく む福祉のまちづく り

推進委員会（ 庁内）

・  計画の素案について

・  計画における施策事業，指標等（ 案）について

7月20日
第３回宇都宮市やさしさをはぐく む福祉のまちづく り

推進委員会（ 庁内）

・  重層的支援体制整備事業の実施について

7月28日

第１回社会福祉審議会地域福祉専門分科会 ・  計画の策定について

・  現行計画の課題の整理について

・  ブロック別意見交換会の開催について

7月２６日

第１回宇都宮市成年後見制度利用促進検討会議 ・  計画の策定について

・  成年後見制度に係る国の動向及び本市の現状について

・  成年後見制度（ 中核機関設置）に係る本市の課題

（ たたき台）について

10月20日

第４回宇都宮市やさしさをはぐく む福祉のまちづく り

推進委員会（ 庁内）

・  計画策定に向けた課題の総括について

・  計画策定に係る基本的な方針について

・  計画の骨子（ 案）について

10月28日

第２回社会福祉審議会地域福祉専門分科会 ・  計画策定に向けた課題の総括について

・  計画の基本的な方針について

・  計画の骨子（ 案）について

１１月１６日

第３回宇都宮市成年後見制度利用促進検討会議 ・  成年後見制度利用促進計画の素案について

・  地域連携ネット ワーク 構築に向けたスケジュール

（ イメ ージ）


